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われら連合国の人民は，……戦争の惨害から将来の世代を救い，基本的人
権と人間の尊厳及び価値と男女及び大小各国の同権とに関する信念をあら
ためて確認し，……寛容を実行し，且つ，善良な隣人として互いに平和に
生活し，国際の平和および安全を維持するためにわれらの力を合わせ，共
同の利益の場合を除く外は武力を用いないことを原則の受諾と方法の設定
によって確保することを決意する。
（国連憲章前文 1945）
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サミット成果文書の１３８，１３９パラグラフは，十分に確立された国際法原
則に基づくものであることが強調されなければならない。条約および慣習
国際法の下で，国家はジェノサイド，戦争犯罪および人道に対する罪を予
防し処罰する義務を負っている。民族浄化それ自体は国際法の下での犯罪
ではないけれども，民族浄化の行為は他の三つの犯罪の一つを構成する可
能性がある。サミットにおいて合意された保護する責任は，国際人道法，
国際人権法，難民法および国際刑事法の下での義務を縮減するものではな
い。サミット成果文書の１３８，１３９パラグラフに基づく行動は，国連憲章
の規定，目的および原則と一致している場合にのみ，行われることも強調
されなければならない。この点に関して，保護する責任は，国連憲章と両
立しない武力行使を慎むという国連加盟国の法的義務を変えるものではな
く，むしろ強化するものである。
(Implementing the Responsibility to Protect 2009)
はじめに
第二次世界大戦の反省から，国際の平和および安全を維持する機関として，
国連が設立されてから，早くも６０年余が経過した。その間，世界中の様々な
地域で武力紛争が発生し続けており，極めて多くの人々が犠牲になった。イン
ターネットなどによって情報が瞬時に世界中に伝わるようになって，武力紛争
の存在が，以前よりも身近になったためか，「武力紛争が増加している」と思
ってしまうことも少なくない。しかし，Thomas Weiss によれば，実際には武
力紛争の数や戦闘における犠牲者の数は，減少傾向にあった (Weiss and Thakur
2010: 55)。特に，内戦の数に関しては，冷戦の時代には，増加の一途を辿って
いたが，１９９０年代後半から段階的に減少していた。たとえそうであったとして
も，近年生じている武力紛争に関連して，危険に晒されている人々の悲惨さは，
目に余るものがある。そのことを象徴する出来事は次のようなものである。
・ルワンダ紛争１）－１９９０年～１９９４年
国連事務総長の指示に基づき取りまとめられた独立調査報告書によれば，
犠牲者は約８０万人に上ると推計される (Report of the Independent In-
quiry into the Actions of the United Nations during the 1994 Genocide in
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Rwanda, 16 Dec. 1999)。
・コソボ紛争２）－１９９６年～１９９９年
アメリカ法曹協会－アメリカ科学振興協会の共同報告書によれば，
NATO による空爆が行われた期間だけでも，犠牲者は約１０，０００人であ
った (ABA-CEELI/AAAS-SHRP 1999)。また，アメリカ国務省によれば，
紛争全体での国内避難民は７０万人以上であった (U.S. Department of
State Daily Press Briefing, 19 April 1999)。さらに，アムネスティ・イン
ターナショナルによれば，強制失踪者３）も３，０００人以上であった (Am-
nesty International 2009)。
・ダルフール紛争４）－２００３年～２０１１年
AU－国連ダルフール問題担当特別代表によれば，犠牲者は３０万人以上，
国内避難民は２５０万人以上であった (UN SC 5872nd meeting, 22 April
2008)。
・シリア内戦５）－２０１１年～
国連人権高等弁務官事務所の委託に基づき Human Rights Data Analysis
Group が行った推計によれば，犠牲者は９０，０００人を超えている
(HRDAG 1999)。
とはいえ，これらの事例は，世界中で発生している武力紛争のほんの一握り
に過ぎない。そのため，現在継続中の武力紛争だけでなく，過去に発生した武
力紛争まで含めて考えると，極めて多くの人々が危険に晒されたということに
なる。さらに，近年では，貧困・感染症・テロ・国際的な組織犯罪など，武力
紛争以外の脅威にも人々は晒されている。このことは，A More Secure World６）
と題された「脅威，挑戦および変革に関するハイレベル・パネル」７）報告書に
おいても示されている。
そもそも，国際社会とは，国家を最も基本的な単位とする社会のことである。
しかし，このことは自明の事実として考えられており，それ以上の議論に発展
していくことはなかった。その結果，国際社会の最も基本的な単位たる国家が
何から構成されているのかについて，疑問を持たれることは極めてまれであっ
た。それでは，国家とは何から構成されているのだろうか。簡潔に言えば，国
家は個人の集団を基礎にして組織されるものである。このことは，国際的な側
面において，国家の権利および義務に関する条約，すなわちモンテビデオ条約
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が，国家の成立要件の一つに「恒久的住民」を挙げている８）ことからも明白で
ある。従って，個人が存在しなければ国家は成立し得ないばかりか，国家の存
在なくしては国際社会も成立し得ない。そのため，個人は国際社会の最も基本
的な単位ではないとはいえ，国際社会の成立にとって重要なファクターである。
このような事実は，今日においては誰もが当然であると考え得るけれども，
国家のみが国際法上のアクターであると考えられていた伝統的国際法において
は考慮されていなかった。むしろ，個人と国家が自律的に存在しているのでは
なく，個人は国家の一部であった。例えば，外国において個人が権利侵害を受
け，何らかの損害を被った場合には，当該個人の国籍国は，当該個人の損害を
自身の損害とみなし，外交的保護権を行使して，権利侵害を行った国家に対し
て責任を追求してきた９）。しかし，人権の重要性が高まって行くにつれ，個人
に対しても国際法人格が認められるようになっていったのである。
周知のように，その過程において重要な役割を果たしていたのが国際人権章
典である１０）。そもそも，国連憲章は人権尊重を国連および加盟国が実現すべき
目標と定めている。しかし，国連憲章において，基本的人権の実質的な内容を
定める規定は存在していない。そのため，国連憲章第６８条に基づき，経済社
会理事会によって国連人権委員会が設立され，同委員会は国連総会によって人
権に関する国際的なシステムを定める宣言を起草することを委ねられた。その
後，同委員会は，人権の内容を明確にする宣言，法的拘束力を有する規約，規
約の実施措置を定める文書を個別に起草することを決定した。国際人権章典と
は，それらの人権関連文書の総称であり，具体的には，世界人権宣言（１９４８
年採択），自由権規約（１９６６年採択，１９７６年発効），社会権規約（１９６６年採択，
１９７６年発効），自由権規約第一選択議定書（１９６６年採択，１９７６年発効），自由
権規約第二選択議定書（１９８９年採択，１９９１年発効），社会権規約選択議定書
（２００８年採択，未発効）の六つの文書がそれである。これらの採択・発効済み
文書のうち，自由権規約第一選択議定書が個人申立制度を定めている。従って，
同選択議定書に基づき，自らの属する国家によって自由権規約上の権利を侵害
された個人は，同規約の監督機関である自由権規約委員会に対して，自らの権
利侵害についての通報を直接に付託することが可能になったのである。なお，
同個人申立制度において検討された通報の数は，制度が開始された１９７６年か
ら２０１２年現在までの間で２０００件を超えるに至っている。この数は国内裁判と
比較すると少ないと理解されるけれども，個人が国際裁判において国際法主体
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となれなかったことから考えると，同個人申立制度の創設が国際社会に与えた
影響は大きい。今日においては，人種差別，女性差別，拷問などの領域におい
ても個人申立手続が創設されている。それでも，個別の条約に基づき，個人申
立手続等の制度的枠組みが創設されなければ，個人は国際法主体とはなり得ず，
個人の国際法人格は限定的なものであると言わざるを得ない。特に，武力紛争
下においては，紛争被害者の申立手続が存在していないため，個人を保護しよ
うとする国家の政治的意図が極めて重要になってくる。そのため，たとえ国際
社会が声高に「世界平和」を叫ぼうとも，国際社会の最も基本的な行動単位で
ある国家が，人々を保護できないならば，その目的は達成できないに違いない。
また，人々が危険に晒されることなく平穏かつ安全に生きていくためには，
人々の人権が保護されることが必要である。このことは，国連開発計画によっ
て公表された人間開発報告書の理論づけから導かれる帰結である１１）。１９９０年
の『人間開発報告書』は，「人間は国家の宝である」(UNDP 1990: 9) という認
識に基づき，開発援助の目的は人間が健康で創造的な生活を享受できるような
環境を整備することであると述べた上で，人間の能力を拡大することによって
人々の選択の幅を拡大させるプロセスとして人間開発の必要性を説いた。すべ
ての開発段階での三つの基本的な能力とは，人々が健康な生活を送り，知識を
もち，人間らしい生活水準に必要な経済的資源を得られる能力のことである。
その上で，２０００年の『人間開発報告書』は，人権と人間開発の関係を明らか
にした。同報告書は，人権と人間開発が共に基本的自由の保障に関わるもので
あることを強調した。言い換えれば，一方で，人権とは，あらゆる個人が尊厳
ある生活を営むための自由を保障されていることを表明した理念であり，他方
で，人間開発とは，個々の人間が尊厳および価値ある生活を送ることが可能に
なるよう，選択肢および機会の幅を拡大させることである。従って，人権保障
と人間開発が共に進められるならば，人間の能力を拡大させると同時に，人権
および基本的自由を保護することができると指摘している。さらに，同報告書
は，一方で，人権は人間開発の目標に道徳的正統性および社会正義の原則とい
った視点をもたらし，他方で，人間開発は人権の実現に長期的な展望をもたら
すことも指摘している。そして，同報告書は「端的に言えば，人間開発は人権
の実現に不可欠であり，人権は包括的な人間開発に不可欠だということであ
る」（国連開発計画 2000: 3）と結論づけた。
それでは，なぜ人権は保護されるべきであるのか？ それについては，次の
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二つのアプローチに基づく考え方がある。
① 人権概念自体が重要であるから保護されるべきである。
この考え方は，人権という概念自体が重要であるため保護されるべきで
あるというものである。人権の重要性や人権をいかにして保護すべきで
あるかについては，「ウィーン宣言及び行動計画」１２）において明記され
ている。そもそも，個人は等しく人権および基本的自由を有している。
人権および基本的自由とは，「すべての人間が生れながらに有する権利」
（パラグラフ１）であると共に，「人間に固有の尊厳と価値に由来する」
（前文）権利である。さらに，すべての人権および基本的自由は「普遍
的，不可分，相互に依存し，関連している」（パラグラフ５）。従って，
国際社会は，公正で平等な方法で，常に一貫した立場から，偏重するこ
となく，「地球規模で人権を取り扱わなければならない」（パラグラフ５）。
その上で，国連憲章，その他の人権条約および国際法に則り，国民の人
権及び基本的自由の普遍的尊重，遵守，保護及び促進を行う義務を第一
義的に有しているのは国家である。加えて，すべての人権および基本的
自由の保護及び促進は，「国連の優先的な目的 (priority objective) とされ
る」（パラグラフ４）ものであり，従って，「国際社会の正当な関心事項
(legitimate concern) である」（パラグラフ４）。
② 人権は国際社会の基盤であるから保護されるべきである。
この考え方は，人権が国際社会の基盤の一つであるため，人権を保護す
ることによって国際社会の基盤をも強化することになるというものであ
る。このことは，In Larger Freedom１３）と題された国連事務総長報告書
において明確に示されていた。特に，人々が自由に暮らしていく上で，
国際社会において不可欠なものである人権・安全保障・開発は，三位一
体と言えるほど結びついている。そもそも，それぞれの意味するところ
は，概して次のようなものである。
・人権－国民の権利および基本的自由。
・安全保障－紛争・暴力・テロ・犯罪などから国民を保護すること。
・開発－貧困を撲滅し，個人の繁栄と社会の発展を確保すること。
これらの三つの概念は，互いに密接に関連しており，補強し合うもので
もある。しかも，グローバル化によって急激な技術革新および経済的相
互依存の深化がもたらされた現代において，このような関係は一層深ま
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っている。ここで実例を挙げてみたい。紛争および虐殺は，人々の人権
および基本的自由を制限・侵害すると共に社会の荒廃を招くため，開発
を阻害する要因の一つである。同様に，貧困および人権の否定は，人々
の平穏な生活を妨げるため，デモの発生などの社会不安を招き，それに
伴い，内戦やテロの芽となるような暴力を発生させる危険性を孕んでい
る。これらの例から判断して，国家によって人々の人権が保護されるこ
とこそが，安定的で持続可能な社会発展の確保，ひいては国際の平和と
安全の追求に必要不可欠である。
このように，いずれの立場に依拠しようとも，人権保護の必要性は極めて明
白である。しかし，国際社会は人権保護の必要性を十分に理解しているにも関
わらず，実際には，国連安全保障理事会は，人々を危険に晒す出来事に対して，
断固とした措置を講ずることができずにきた。このような国連安全保障理事会
の機能不全が明るみになったことで，国連安全保障理事会は国内問題には手を
出せないという間違ったメッセージを発することとなってしまった。その結果
として，国連安全保障理事会の抑止力も弱まってしまい，悪意を持った国家に
よって，そのような出来事が繰り返されてきた。
本稿は，以上のような現状をいかにして克服すべきかという基本認識に基づ
くものであり，その目的は次のようなものである。
①人々を危険に晒す出来事が後を絶たないことの原因を浮き彫りにする。
②そのような出来事への対処に関連する理論の転換過程，すなわちパラダ
イム・シフトの過程を概観する。
さらに，本稿において用いているいくつかの言葉の定義は，次のようなもの
である。
・人々を危険に晒す出来事１４）。
そもそも，人間は国家および国際社会の成立にとって重要なファクター
である。そのため，人間の安全に対する脅威は，国際社会の基本的な単
位である国家を根底から揺るがすものであり，ひいては国際の安全に対
する脅威となる。また，グローバル化によって人権・安全保障・開発な
どの間の相互関連性・相互補完性が深化した現代において，人間の安全
に対する脅威に効果的に対処するためには，個々の事象に対する個別的
な取り組みも重要であるが，あわせて種々の問題を統合して捉えなけれ
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ばならない。このような認識に基づき，本稿においては，人々に重大な
悪影響を与えるあらゆる事象を総称して人々を危険に晒す出来事という
言葉を用いている１５）。具体的には，ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，
人道に対する罪などの重大な犯罪を実行および扇動することによって，
国家自らが人々に対し積極的に危害を与える状況や，国家の破綻などを
理由に国家が内戦，騒乱，抑圧に対処する能力を持ち合わせていないた
めに，結果として人々が損害を被る状況がそれにあたる。なお，本稿に
おいては，自然災害などは含めないものとする。
・パラダイム・シフト１６）。
パラダイム・シフトとは，一般的には「ある時代，集団を支配する考え
方が，非連続的，劇的に変化すること」（大辞泉第二版）を意味してい
る。本稿においては，このような一般的な意味を踏まえた上で，特定の
時代または学問領域において主流とされている考え方・認識・理論が，
根本的に転換することをパラダイム・シフトと定義している。そもそも，
パラダイム・シフトが生じると，従来の考え方・認識・理論が根本的に
転換していく。そのため，その影響はあらゆる事柄へと波及していくこ
ととなる。言い換えれば，パラダイム・シフトは，それまで解決し得な
かった問題の解決に向けた道筋を切り開くものである。その上で，本稿
において，パラダイム・シフトの過程に着目する理由は次のようなもの
である。すなわち，パラダイム・シフトが生じた経緯を追跡することに
よって，パラダイム・シフトの発生を促したファクターが明らかになる
からである。なお，そのファクターは従来の考え方・認識・理論を根本
的に転換させるほど本質的なものであり得るため，そこから現代の問題
点を検討することも可能であるが，それについては稿を改めて検討する。
このような基本認識・目的・言葉の定義のもとで，本稿は，以下のような構
成で議論を進めていく。まず，第一章においては，現代の武力紛争の実態を概
観した上で，近代国家システムに焦点を当て，今日において，人々を危険に晒
す出来事が，増加こそしていないけれども，後を絶たないことの原因を検討す
る。次いで，第二章では，人々を危険に晒す出来事に対処するために伝統的に
用いられてきた理論である「人道的介入」１７）の定義および当該理論に関わる議
論を分析する。続く第三章では，人々を危険に晒す出来事への対処について，
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近年の新たな潮流を概観すると共に，これまでのキー・コンセプトの問題点を
洗い出していく。そして第四章では，新たなキー・コンセプトとして，「保護
する責任」という概念を提示し，その内容を概観する。最後に，「保護する責
任」という概念の発展に伴う問題点を示すことでむすびに代えたい。
第一章 近代国家システムの基本原理
なぜ第二次世界大戦という悲惨な戦禍の反省の上に築き上げられてきた現代
社会において，人々を危険に晒す出来事が繰り返されてきたのだろうか？ さ
らに言えば，なぜ国際社会は，「もう二度と同じようなことを起こしてはなら
ない」と誓いながらも，同じような出来事の発生を阻止することが出来なかっ
たのだろうか？ ニュースなどで武力紛争の報道を聞かされるたびに，誰もが
このような疑問を抱くことだろう。事実，「脅威，挑戦および変革に関するハ
イレベル・パネル」は，A More Secure World と題する報告書において，ルワ
ンダ内戦，コソボ紛争などの事例を挙げて，大規模人権侵害の発生を阻止でき
なかったことは，「国連最大の失敗」(Report of the High-level Panel on Threats,
Challenges and Change 2004: para. 87) であったと表現している。それにも関わ
らず，その反省は，全くと言っていいほど活かされてこなかった。さらに，第
６３会期国連総会において，アメリカ合衆国代表も「ホロコースト以降，折に
触れて，国際社会は『二度と同じことを繰り返さない』と述べてきた。しかし，
その言葉に本当の意味での実効性を持たせるために，国際社会が行うべきこと
は極めて多く存在する」(UN GA 63rd session, 23 July 2009: 17) と述べている。
本章では，そのような「国連最大の失敗」を経験しながらも，国際社会が人々
を危険に晒す武力紛争を阻止できないことの原因を明らかにしたい。その上で，
その原因を克服するために提唱された新たな概念を検討したい。
（１） 予備的考察－今日の武力紛争の特徴
なぜ国際社会は幾度となく反省してきたにも関わらず，人々を危険に晒す出
来事を阻止することが出来なかったのか？ 人々を危険に晒す出来事が後を絶
たない現状に対して誰もがこのような疑問を持つに違いない。そのような現状
を招いた原因を解明するためには，現代の武力紛争がどのようなものであるか
を理解しておく必要がある。そのために参照すべき重要なデータがある。それ
人道的介入論から保護する責任論へ
― ―３０５
は，紛争形態別による紛争数の割合である。Uppsala Conflict Data Program１８）
によれば，国連設立当時には，国家間紛争と国内紛争の割合が，ほぼ同数であ
ったのに対して，２０１１年現在では，その９５％が国内紛争である。さらに，国
家間紛争と国内紛争の数を比較すると，国連設立当時には，国家間紛争が８件，
国内紛争が１０件であったのに対して，２０１１年現在では，国家間紛争が２件，
国内紛争が３８件である。言い換えれば，近年生じた紛争の殆どが，伝統的な
「国家対国家」の「戦争」ではなく，「国家内」勢力間の争い，すなわち「内戦」
であった。「戦争」であるならば，国連安全保障理事会は，国連憲章第Ⅶ章に
基づき，国際の平和および安全に対する脅威と認定し，非軍事的措置または軍
事的措置を講ずることが可能である。それに対して，「内戦」は「国内事態」
である。そのため，国連安全保障理事会が，国内事態に対処するための措置を
講ずる場合には，国家の主権が厚い壁となっていた。このことから，人々を危
険に晒す出来事が後を絶たないことの原因は，近代国家制度に固有の原則と大
きく関わっている。言い換えれば，それら固有の原則の下では，近年最も多く
発生している紛争形態である内戦に対処できないということである。
（２） 近代国家システムの可能性と限界
国際社会において，国家は，近代国家制度に固有の原則に則って行動するこ
とを義務づけられている。その原則とは，国家主権原則である。国家主権原則
に基づき，国家は等しく「主権」を有している。主権には二つの側面がある。
一方で，国内的な側面から見れば，主権とは一定の領域に対する包括的かつ排
他的な最上位の支配権限である。言い換えれば，自国領域内の人々・資源に対
して権威ある決定を下す権限のことである。しかし，このような側面は，「国
家は主権の及ぶ範囲内にある人々を恣意的に扱いうる」という理解と表裏一体
である。他方で，国際的な側面から見れば，主権とは国際法主体として行動す
るための資格である。国連憲章は，主権の国際的な側面に関して，次の四原則
を定めている１９）。
①「主権平等原則」－国連憲章第２条１項。
いかなる主権国家も，対等であり，平等に扱われる。
②「武力不行使原則」－国連憲章第２条４項。
主権国家は，他の主権国家の領土保全と政治的独立に対して，国連の目
的と両立しない方法で，武力行使を行ってはならない。
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③「不干渉原則」－国連憲章第２条７項。
主権国家は，自国領域内において排他的な管轄権を行使する権限を有し
ていると同時に，他の主権国家の国内事情に干渉しない義務を負ってい
る。
④「自衛権」－国連憲章第５１条。
不干渉原則に反する行動が執られた場合，干渉を受けた国家は，自国の
領土保全と政治的独立を守るための措置を執る権利を有している。
これらの原則のうち，不干渉原則が，外部から国内問題に対処することを困
難にしている。すなわち，ある国家が国内で行ったことに対しては，不干渉原
則に基づき，外部から干渉することが不可能なのである。仮に，ある国家の国
内問題に対して，外部から干渉を行うためには，国連安全保障理事会によって
当該国内問題が国際の平和および安全に対する脅威と認定される必要がある。
そのため，ある国家において，内戦などが発生し，多数の死傷者が出たとして
も，当該内戦が他国の領土保全と政治的独立に影響を与えていない限り，他国
は手を出すことが出来ないのである。このことは，二つの「不干渉原則宣言」２０）
において確認されている。
（３） 責任としての主権
近年，不干渉原則の問題点を克服するために，主権概念の性質および内容を
拡張させようとする新たな概念が国際社会において注目されている。例えば，
「個人の主権 (Individual Sovereignty)」という概念や「責任としての主権 (Sover-
eignty as Responsibility)」という概念などが提唱されている。
まず，「個人の主権」という概念から検討したい。この概念は Kofi Annan に
よって提唱されたものである。元々は，Annan が国連事務総長であった時代に，
Two Concepts of Sovereignty２１）と題された評論において提唱したものである。
また，１９９９年９月の第５４会期国連総会においても，同評論とほぼ同一の発言
をしている (UN GA54th session, 20 Sep. 1999: 1-4)。そこにおいて Annan は次
のように述べている。
・グローバル化に伴い，越境的な問題が増加し，それらの問題に対処する
ために国際協力が益々必要とされる現代において，伝統的な国家主権の
定義は根本的に変化してきている。近年の理解では，国家は自国民の利
益を守る存在であり，その逆であってはならない。
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・あらゆる人間一人一人が自分の運命を決める権利を持っているという新
たな認識の拡大に伴い，個人の主権という概念が強く認識されるように
なってきた。個人の主権という概念は，国連憲章やその他の人権条約に
規定されているような全ての者の人権および基本的自由を意味している。
・国連の目的は，個々の人間を保護することであり，彼らを虐げる者を保
護することではない。
Annan が言わんとするところは，国家主権概念の意味内容が変化しており，
自国領域内における個人の人権および基本的自由を積極的に保護する必要性に
目が向けられるようになってきたということである。それに伴い，主権の国内
的側面から論理的に導かれる主権概念の「恣意性」も克服される。従って，主
権概念は自国民に対するいかなる処遇も許される「殺人許可証 (license to kill)」
(Weiss and Thakur 2010: 310) から，自国民を保護する「守護者」へと変わって
いくこととなった。
次に，「責任としての主権」という概念の検討に移りたい。この概念は Fran-
cis M. Deng２２）によって提唱されたものである。Deng は次のように述べてい
る２３）。
・全ての人間の権利を保護するという普遍的基準の最後の砦である国際社
会は，国内紛争および大規模人権侵害の被害者に対して，彼らの必要と
している保護および支援を提供する責任を有している。このような責任
についての指針となる基準は，世界人権宣言に盛り込まれ，様々な人権
条約において支持された普遍的な人権基準である。
・主権概念は，国際システムが国家と国際社会の相互的な利益に関して，
国家に国際的な責任を課していることを意味している。このことは１６４８
年のウエストファリア条約や１８８５年のベルリン会議から明らかである。
これらは，一方で，国内法および国内秩序の状況を促進するという各欧
州諸国の利益に，他方で，欧州中心の国際システムにおいて，平和な政
治的および経済的関係を促進するという欧州諸国全体の利益に基づいて
いた。
・主権には責任が伴っている。国家の責任とは，一定の水準で人々を保護
することを促進し，自国民に対して基本的ニーズを提供することである。
国家が当該責任を果たす能力を有していない場合，国際社会に支援を要
請しうる。また，国家が当該責任を果たさない場合，および国際社会に
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支援を要請しない場合には，国際社会が要支援者を救済するための措置
を講ずることが期待される。言い換えれば，国家は自身の責任を効果的
に果たした上でなければ，自身の国家主権の保護を主張する権利を持ち
得ない。
ここで重要なのは，Deng が，主権国家は自国民に対して保護や支援を提供
する責任があると主張したことにある。その上で，Deng は，そのような責任
を果たす意思や能力を持たない国家に対して，国際社会が関与する余地にまで
言及していた。従って，Deng は，一定の状況下においては，国家の国内管轄
事項が国際社会の関心事となりうることを示唆していたのである。
これらの概念は，いずれも不干渉原則の解釈を直接的に変更しようとするも
のではなく，むしろ，「主権には責任が伴う」というように主権概念の意味内
容を変更しようとするものである。そのような変更に伴い，自らに課せられた
責任を果たさない国家は，不干渉原則に基づき自らの国家主権の保護を主張す
る権利も有さないというロジックが成立するようになるのである。従って，こ
れらの概念が国際社会において広く認められれば，不干渉原則の問題点も克服
されるに違いない。
第二章 人道的介入論
国際社会は，国連設立以前から，他国において生じた出来事について，危険
に晒されている人々を保護するために武力介入を行うという，いわゆる人道的
介入を行ってきた。しかし，その法的根拠および正当性には様々な問題があり，
ある国家の領域内において発生した大規模人権侵害などを効果的かつ根本的に
解決するものとはなっていなかった。例えば，国連安全保障理事会の許可を得
ずに人道的介入が行われた後に，一方で，犠牲を最小限にするために必要な行
動であったと主張する介入国と，他方で，当該介入を批判する国家との間で熱
い議論が交わされた。そのことを象徴する事例はコソボ紛争における北大西洋
条約機構 (NATO) の空爆である。１９９９年の国連安全保障理事会第３９８８会合に
おいて，アメリカ合衆国代表は次のように述べた (UN SC 3988th meeting, 24
March 1999: 5)。
NATO による行動は，暴力行為を停止させ，人道的惨禍 (humanitarian
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disaster) の拡大を阻止するために，必要でありかつ正当化される。
それに対して，ロシア代表は次のように述べた (UN SC 3988th meeting, 24
March 1999: 2)。
国連憲章に違反し，国連安全保障理事会の許可を得ずに，ユーゴスラビア
連邦共和国に対して行われた武力行使に荷担した国家は，国連憲章および
その他の国際法規範を無視したことについて重い責任を負っている。
また，ユーゴスラビア連邦共和国代表は次のように述べた (UN SC 3988th
meeting, 24 March 1999: 13)。
NATO の爆撃は，国連憲章の基本原則に違反していることは明らかであ
り，国連憲章第５３条を真っ向から否定するものである。
このような議論は，人道的介入に関わる問題の一つに過ぎず，これ以外にも
様々な問題が存在している。本章では，人道的介入がいかなるものであるかを
明らかにした上で，その法的根拠および正当性についての議論を検討したい。
（１） 人道的介入の定義と歴史
それでは，人道的介入とは，いかなるものであろうか？ 人道的介入の定義
については，時代によって大きく異なるため，統一的な定義を示すことは困難
である。そのため，本稿では，いくつかの定義のうち，特に，次の二人による
定義を示すことに留めておきたい２４）。
・Adam Roberts
人道的介入とは，人々の広範な被害を阻止するために，一つ以上の国家
によって，他国の同意なく行われる，武力行使を伴う強制行動である
(Weiss 2007: 5)。
・Ian Brownlie
人道的介入とは，人権を保護するという目的で，国家，交戦団体または
国際機関により行われる武力による威嚇または武力行使である (Brown-
lie 2010: 217)。
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そもそも，人道的介入という言葉が，初めて国際法学者によって用いられ始
めたのは，伝統的国際法の時代であった１８４０年頃である (Weiss 2007: 32)。そ
の時代から現在に至るまで，何人もの論者が，様々な介入事例に依拠して，人
道的介入の権利を主張してきた。その中で，多数の論者が共通して挙げる介入
事例は，次のようなものである２５）。
①ギリシャ独立戦争に際し，反乱に関わった人々の殺害を阻止するために，
イギリス・ロシア・フランスが，オスマントルコに対して行った介入
（１８２７年～１８３０年）。
②マロン派のキリスト教徒を保護するために，フランスが，シリアに対し
て行った介入（１８６０年～１８６１年）。
③クレタ島のキリスト教徒を保護するために，オーストリア・フランス・
イタリア・プロシア・ロシアが，トルコに対して行った介入（１８６６年
～１８６８年）。
④バルカン半島でのキリスト教徒の反乱に際し，ロシアが，トルコに対し
て行った介入（１８７５年～１８７８年）。
⑤マケドニアにおけるキリスト教徒の反乱に際し，ヨーロッパ列強諸国が，
トルコに対して行った介入（１９０３年～１９０８年）。
ただし，松井芳郎は，いずれの介入事例も人々を保護するという目的のみで
行われたものではなかったため，「先例としての価値が疑わしい」（松井 2001a:
12）と述べている。確かに，伝統的国際法の時代においては，武力行使も禁止
されておらず，人権の国際的保護という概念も存在していなかった。従って，
そのような時代に行われた介入事例を，人道的介入の先例として扱うべきでは
ないという主張にも，強い説得力がある。ところが，国連憲章が制定されると
状況は一変する。原則として，武力行使が禁止されたからである。そのため，
国連安全保障理事会の許可がなければ，武力行使などの強制行動を執ることが
不可能となった。しかし，国連安全保障理事会が効果的に機能しなかったこと
や，国連安全保障理事会の許可なしに，武力介入が行われたことなどから，「人
道的介入の権利」についてのディスコースが活発になっていった。特に，１９６０
年代後半以降は，人道的介入の権利の当否または正当性について，激論が交わ
され様々な解釈が示された (Weiss 2007: 35)。
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（２） リーガル・イシュー
人道的介入の権利についての議論において，最も活発に行われたのは，その
法的根拠についての議論であった２６）。そこで交わされた議論は，次のようなも
のである。
①そもそも人道的介入の権利は，国際法において認められているのか？
②仮に認められているとするならば，それはいかなる法的根拠に基づき認
められるのか？
これらの議論に際しては，大別して三つの立場から主張が展開された。以下
では，その三つの立場を明らかにする。
第一の立場は，国連憲章において，人道的介入の権利が認められているとい
うものである。この立場に立つ者は，次の二つの点から，人権保護の目的であ
るならば，武力行使は認められると主張した。
①国連憲章は，人権の尊重および遵守を，国際の平和および安全と同様に
重要であると規定している。国連憲章の前文，第１条３項，第５５条，
第５６条が，そのような規定である。その中でも，特に，国連憲章第１
条３項は，「人権及び基本的自由を尊重する」ことを促進するために
「国際協力を達成すること」を国連の目的の一つとして規定している。
②国連憲章第２条４項の武力不行使原則は，国家の領土保全および政治的
独立に対する武力行使のみを禁止している。しかし，人道的介入は，そ
のどちらにも該当しないため，武力不行使原則には抵触しない。
このような論拠から，国連憲章の目的，および武力不行使原則に照らして，
人道的介入は認められていると主張した。
第二の立場は，国連安全保障理事会の許可を得ずとも，慣習国際法において，
人道的介入の権利が，認められているとするものである。そもそも，慣習国際
法とはどのようなものであろうか。国際司法裁判所規程第３８条１項 (b) は，
「法として認められた一般慣行の証拠としての国際慣習 (international custom, as
evidence of a general practice accepted as law)」を裁判において適用すると規定
している。慣習国際法の成立要件は，ここでは詳述しないけれども，概して，
次の二つである。
①「一般慣行」の存在。
ある慣行が，一貫性・画一性を持って，一定期間に渡り反復されること
により，一般性を有するに至ること。
社会イノベーション研究
― ―３１２
②「法的確信 (opinio juris)」の存在。
国家およびその他の国際法主体が，当該一般慣行について，法の規則の
存在に基づき拘束的なものであると認識した上で，それを行っている
こと。
国連安全保障理事会の許可を得ていない人道的介入の根拠を慣習国際法に求
める立場に立つ者は，１８２７年のイギリス・ロシア・フランスによるオスマン
トルコへの介入や，１８９８年のアメリカによるキューバへの介入において示さ
れた法的主張から，法的確信の存在を明らかにした。言い換えれば，国連憲章
制定以前から，人道的介入についての慣習法上の権利が存在しているというこ
とである。さらに，国連憲章制定以降についても，１９９１年にイラクにおいて
安全地帯を設置した際に，イギリス・フランスが慣習国際法に基づき当該行動
を行ったと主張したことを指摘し，人道的介入についての慣習法上の権利が存
在することを強く主張する論者もいる。
第三の立場は，国際法において，人道的介入は認められていないというもの
である。その立場に立つ論者は，次のような主張を行った。
①国連安全保障理事会の手順を踏まないで行われる武力行使を禁止するこ
とこそが，国際社会の共通利益を追求する最善の策である。
②国連憲章第２条４項の武力不行使原則の下で例外的に認められているの
は，国連憲章第５１条の自衛権に基づく武力行使のみである。
③冷戦下の介入事例において，国連安全保障理事会の許可を得ずに介入を
行った国家は，その根拠として人権保護を主張することはなかった。多
くの場合，自衛権に基づく行動であると主張したり，国連安全保障理事
会決議によって黙示的に認められた行動であると主張したり，全く法的
主張を行わなかったりした。もし，人道的介入について法的確信が存在
するならば，そのような根拠に依拠したに違いない。
これらのことから判断して，国際法において人道的介入を認める根拠は存在
しないと主張した。
上記の三つの立場には，それぞれ，一定の説得力がある。しかし，Alex J.
Bellamy によっても指摘されているように (Bellamy and Wheeler 2008: 526)，
国連憲章や慣習国際法に人道的介入の根拠を求める者によって行なわれた主張
には，次のような問題点がある。
第一に，国連憲章に人道的介入の根拠を求める者の条文解釈は，国連憲章の
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起草者意図と矛盾している。準備作業によれば，国連憲章第２条４項における
「領土保全および政治的独立」という文言は，武力不行使原則の範囲を限定す
る意図を持って規定されたものではなかった。この文言は，ダンバートン・オ
ークス会議における提案には含まれていなかった２７）。しかし，サンフランシス
コ会議において，大国の武力行使によって自身の領土保全および政治的独立が
脅かされることに懸念を持つ中小国の主張に応じる形で，オーストラリア代表
が，そのような文言の挿入を提案したのであった (Chesterman 2001: 49; Brown-
lie 2002: 266)。提案された文言に対しては，ノルウェー代表が削除を提案する
など，反対を表明する代表もいたが，そのような立場は少数派であった(Chester-
man 2001: 49)。それに対して，アメリカ合衆国代表は，提案された文言を支持
し，次のように述べた (Chesterman 2001: 49)。
①原案起草者の意図は，武力行使が絶対的かつ包括的に禁止されているこ
とを，最も広範な文言で述べることにある。
②「他のいかなる方法によるものも」という文言は，どのような抜け道も
ないよう確保することを目的としている。
同会議の第一委員会に提出された第一小委員会の報告書も，「国際機構は加
盟国の領土保全および政治的独立を保護すべきである」，「一方的な武力行使ま
たは類似の強制的措置は，認可あるいは許可されない」と述べていた (Chester-
man 2001: 49; Brownlie 2002: 266)。また，総会によって採択された決議も，武
力不行使原則や不干渉原則に一切の例外を認めていなかった。その例としては，
二つの「不干渉原則宣言」，「友好関係原則宣言」２８），「侵略の定義に関する決
議」２９）等がある。さらに，総会は，いくつかの介入事例に対し，非難決議や撤
兵決議を採択してきた（松井 2001b: 32）。その例としては，東パキスタンへの
インドの介入，カンボジアへのベトナムの介入，ウガンダへのタンザニアの介
入等が挙げられる。
第二に，国連憲章に人道的介入の根拠を求める者の条文解釈は，国際法学者
の多数派意見ではない。例えば，Brownlie は，「条約（国連憲章）の柔軟かつ
目的論的な解釈に強く依拠する見解を有する論者は，極めて少数であった」
(Brownlie 2010: 218) と述べている。また，Chesterman は，国連憲章の起草者
意図を支持する論者の見解を示した上で，それを「多数派の見解である」
(Chesterman 2001: 50) と述べている。
第三に，慣習国際法に人道的介入の根拠を求める者の主張は，武力行使につ
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いてのコンセンサスの程度を過大評価している。例えば，次のような疑問が提
起されている。
①彼らの言及する事例の殆どは，厳密に言えば，人権を保護するという目
的に依拠していなかった。従って，慣習国際法が人道的介入の権利を認
めていることの根拠として提示されるべき事例ではない。
②イラクにおいて安全地帯を設置した事例に関して，確かにイギリス・フ
ランスは，慣習国際法に言及していた。しかし，関係国は数カ国に過ぎ
ないため，慣習法成立の要件である法的確信と呼べるものではない。
これらの問題点から考慮して，少なくとも，人道的介入は，国連安全保障理
事会の許可を得たものであれば，国連憲章の下で認められていることだけは明
白である。
（３） オペレーショナル・イシュー
人道的介入についての議論において，人道的介入の運用上の問題点を主張す
る論者も存在する。彼らの主張の骨子は次の通りである３０）。
①国家は，殆どの場合において，人権の保護という理由ではなく，それ以
外の様々な思惑に基づき介入を行ってきた。その意味するところは，国
家は，介入の実施について，自己利益を有していなければ，介入を行わ
ないと言うことである。要するに，介入を行うかどうかの判断は，介入
の実施によって，人権を侵害されている人々に最大の利益がもたらされ
る場合ではなく，介入の実施が国益に資する場合に下されてきた。従っ
て，《本当の意味での》人道的介入というものは存在しない。
②今日に至るまで，どのような場合に人道的介入が認められるのかを規定
するメカニズムは存在していない。このような状況においては，人道的
介入が濫用される危険性があるため，人道的介入の権利を認めるべきで
はない。言い換えれば，国家は，自己利益の追求という思惑を隠すため
に，人権の保護という理由に言及している可能性があるということであ
る。その例として象徴的なのは，ドイツ国民の生命および財産を保護す
るために必要であると主張して，ヒトラーにより行われたチェコスロバ
キアに対する侵攻である。このように，武力行使を正当化するために依
拠しうる根拠を増やすことで，世界はますます混乱に陥る危険性がある。
③国家は常に，恣意的に，人道的介入の原理を用いている。言い換えれば，
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どのような場合に介入を行うかの判断は，ある事柄が国益に資するか否
かを判断する権限を有する国家が，自由に下すことが可能である。その
結果として，人道的介入についての政策の不統一が生じている。このこ
とを最も顕著に示しているのは，NATO の介入である。コソボ紛争に
おいて，NATO は国連安全保障理事会の許可を得ずにセルビアに対し
て空爆を行った。しかし，コソボ紛争以上に残虐な人権侵害事態が引き
起こされたダルフール紛争においては，NATO は AU の支援要請に基
づき後方支援活動に従事していた。具体的には，２００５年７月から２００７
年１２月までの間，NATO はアフリカ連合スーダン派遣団 (AMIS) 支援
の一環として軍人輸送作戦の支援を行っていた (Segell 2008: 11-18)。要
するに，「同様の事例は同様に扱え (treat like cases alike)」３１）ということ
が機能していないのである。
上記のように，人道的介入については，様々な運用上の問題が指摘されてい
る。にも関わらず，賛成派も反対派も，それらの問題に対する効果的な解決策
を提示することなく，お互いを非難し合うばかりで，彼らの間の溝は深まるば
かりであった。その結果，人道的介入について定める法的文書やメカニズムな
どはいまだ成立しておらず，人道的介入の運用上の問題は解決されているとは
言えない。
第三章 新たな潮流－ミレニアム・チャレンジ
前章で述べたように人道的介入を巡る議論の膠着状態が続く中で，国際社会
は，「国連最大の失敗」と称されたルワンダ内戦，コソボ紛争を経験した。し
かも，不幸なことに，ルワンダ内戦においては，ジェノサイドの発生を阻止す
ることができず，またコソボ紛争においては，国連安全保障理事会の許可を得
ることなく NATO による空爆が行われてしまった。これらの紛争における苦
い経験から，従来の国連システムの下では武力紛争に対処しきれないのではな
いかと主張する論者が現れるようになってきた。しかし，新しいミレニアムへ
の移行を目前にして，パラダイム・シフトに向けた新たな潮流が現れ始めた。
その発端は１９９９年９月の第５４会期国連総会における国連事務総長の発言であ
った。その発言の中で，Annan 国連事務総長は，大規模かつ組織的な人権侵害
は許さないという原則の下で，団結することこそが国連安全保障理事会の中心
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的課題であると強調した。その上で，従来の国連システムに対する不信感に関
して，次のように述べた (UN GA 54th session, 20 Sep. 1999: 1-4)。
国家間戦争の反省に基礎を置いて起草された国連憲章自体が，民族紛争と
国内紛争に溢れた世界の現状に適合していないと述べる者もいる。私は彼
らが間違っていると確信している。……国連憲章上，国境を越えた権利が
存在するという認識を否定する規定は存在しない。事実，国連憲章の文言
および精神は，そのような基本的人権を肯定している。……現下の困難な
局面は，国連憲章に欠陥があるからではなく，国連憲章の原則を新たな時
代に適用することが困難であることに起因している。
また，「共同の利益の場合を除く外は武力を用いない」という国連憲章前文
の文言が，「武力行使が平和のために正当であり得る場合もある」という起草
者の認識に基づき起草されたことに触れ，「共同の利益」に基づく介入につい
て一定の理解を示した。さらに，《共同の利益とは，何であるか，誰が定義す
るべきであるか，いかなる権限に基づき，いかなる介入の手段で，誰が守るの
か》という問題については，「新千年紀を迎えた我々が直面している象徴的な
問題である」と言及した。その上で，将来の紛争解決のために，介入について
次の四点を提案した。
①対話などの最も平和的な措置から，最も強制的な措置すなわち武力行使
まで，多様な選択肢を持つように，介入は出来る限り広く定義されるべ
きである。また，介入の将来を考えるにあたっては，早期警戒，予防外
交などの予防能力の構築に向けた一層の努力が必要である。このような
予防のための措置が失敗した場合に，武力介入が考慮されるべきである。
②人道的危機に対して効果的な措置を講ずることが出来ないことについて
は，主権だけが唯一の要因であるわけではない。それでも，国連加盟国
が目下の人道的危機に対し国益を追求する手段は重要である。もちろん，
国益の追求が国際関係の特徴であることは変わらない。しかし，冷戦の
終結以降，世界は大きく変化しているため，新たな国益概念が必要であ
る。新たな時代の国益概念は，民主主義，多元主義，人権，法の支配と
いった国連憲章の基本的価値を追求するために，相互協力を深めること
を国家に要請している。グローバルな時代においてはグローバルな関わ
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りが必要である。人々に対する脅威が増加している今日において，共同
の利益の確保は国益に繋がる。
③国連安全保障理事会が現代の難局に対処できるようにするために，その
執行力および抑止力を強化すべきである。執行力に関しては，国連加盟
国が，国連憲章を支持した上で人々を保護するための措置を講ずるよう
に，見解の統一を図る努力を行う必要がある。抑止力に関しては，「国
境は絶対的な防護壁ではない。すなわち国連安全保障理事会は人道に対
する罪を阻止するために行動する」ことが周知徹底される必要がある。
④紛争解決のための介入行動を行うだけでなく，恒久平和の推進および暴
力行為の再発防止などの事後的な措置を講ずることも必要である。
その後，２０００年３月２７日に，We the Peoples３２）と題された国連事務総長ミ
レニアム報告書が発表された。同報告書の中で，Annan 国連事務総長は次のよ
うに述べている。
人道的介入の概念が，主権国家の国内問題への不当な介入の口実となり得
ることを，多数の論者が懸念していた……私は，これら論者の主張の説得
力および重要性を理解している。また，私は，主権原則および不干渉原則
が，弱小国の保護に強く貢献していることも理解している。しかし，私は
これら論者に疑問を投げかけたい。仮に，人道的介入が，主権に対する攻
撃であるとして，受け入れられないものであるとしよう。それならば，ル
ワンダやスレブレニッツァなどで発生した，人類共通の道徳に反するよう
な大規模かつ組織的な人権侵害に対して，我々はいかなる行動を執るべき
だったのか？ ……人道的介入はデリケートな問題である……。しかし，
確かに，いかなる法原則も，人道に対する犯罪を正当化する根拠とはなり
得ない。たとえ主権であっても，そのような根拠とはなり得ない。人道に
対する犯罪の発生を回避するために，平和的な措置が尽くされたにも関わ
らず，そのような犯罪が発生してしまった場合，国連安全保障理事会は国
際社会に代わりの措置を講ずる道義的義務を有している。……武力介入は
常に最後の手段としての選択肢でなければならない……。
これらの文書は，いずれも介入の重要性を認識しており，その上で，国連安
全保障理事会を中心とした，共同の利益に基づく新たな介入システムの構築を
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提起するものであった。
（１） 新たな議論に向けて－ICISS の発足
Annan 国連事務総長による問題提起に応える形で３３），２０００年９月７日の第
５５会期国連ミレニアム総会において，カナダ首相 Jean Chretien は，カナダ政
府主導の下で，「介入および国家主権に関する国際委員会 (International Commis-
sion on Intervention and State Sovereignty-ICISS)３４）」の設立に向けた準備が進め
られていることを表明した (UN GA 55th session, 7 Sep. 2000: 16-17）。同年９月
１４日には，カナダ外相 Lloyd Axworthy によって ICISS の発足が公表された。
同委員会は，二名の共同議長－Gareth Evans３５）と Mohamed Sahnoun３６）－，およ
び地理的衡平に基づき世界中の学者・政治家・外交官から選出された十名の委
員から構成されている。その他にも，カナダ外相 Lloyd Axworthy を議長とす
る顧問会議，Thomas Weiss３７）と Stanlake Samkange３８）を長とする調査チームも
設置された。
ICISS の任務は，人々を保護する目的で行われる介入と主権をいかにして両
立させるかという問題，いわゆる「主権 vs. 介入」のジレンマについて，包括
的な議論を促すことにあった。具体的には，いかにして「議論に終始し行動を
とれない」という従来の悪弊から脱却すべきか，またいかにして「特に，国連
を通じた国際システム内での行動」を行っていくべきかについて，グローバル
な政治的コンセンサスを形成することにあった。言い換えれば，ICISS の任務
は，主権概念の対立軸となっていた従来の介入概念を根本的に変更し，new
type intervention とでも呼ぶべきシステムの構築を模索することにあった。
ICISS は，委員会の会合を重ねると共に，世界各地で，政府関係者，政府間機
関，NGO などを招いた議論も行った。会合および議論の結果は，２００１年１２
月に Responsibility to Protect３９）と題する報告書として公表され，同年１２月１８
日，同報告書は国連総会に提出された。
（２） 人道的介入論の限界
報告書において ICISS は，「世界中の数百万人の人々が内戦・騒乱・抑圧・
国家の崩壊の影響を受けているという現実」を，厳しいけれども否定しようの
ない現実であると評した上で，その現実こそ全ての問題の出発点であると述べ
ている (ICISS 2001: para. 2.1)。さらに，このような現実において，検討される
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べきは，国家主権の保護ではなく，人々の保護であると述べている。ただ，そ
のことは「言うは易く行うは難し」であるとし，過去に発生した介入事例の経
験から次の三つの点に言及している (ICISS 2001: para. 2.2)。
①人道的介入の権利に対する懸念。
人道的介入の権利と呼ばれるものが，公式に権利として認められること
に対して，懸念が抱かれているという現実がある。
②介入に関連する新たな基準の必要性。
国際社会は，介入に関連する国家慣行・国際慣行の指針として，一貫し
た，信頼性のある，実施可能な基準を策定することが急務である。
③国際関係を再検討する必要性。
国際関係の手段・目的・理念を，２１世紀のニーズに対応させるために，
根本的に再検討する必要がある。
これらのことから判断して，ICISS は，new type intervention を模索するため
の議論を行う必要性があると主張している。
その上で ICISS は，new type intervention に向けての議論を行う前に，「何よ
りも先に取り組むべき重要な問題がある。重要なのは，議論において用いられ
る言葉―言葉の選択の背後に潜む概念―によって，本質的な争点を見失ってし
まわないことである」(ICISS 2001: para. 2.4) と述べている。それでは，この指
摘は，いったい何を意味しているのだろうか？ わかりやすく言えば，new
type intervention に向けての議論を行うにあたり，どのような言葉をキー・コ
ンセプトとして議論を進めていくべきであるのかを確認しておかなければなら
ないということである。
一般的に言って，人間は，特定の考え，または意図に基づいて，会話や文章
などにおいて用いる言葉を選択している。言い換えれば，人間は，聞いた，ま
たは読んだ言葉から，言葉の背後にある考え，または意図を汲み取って，その
言葉を理解する。そのため，悪しき意図を持たずに言葉を発したとしても，全
く異なる意図を汲み取られてしまい，あらぬ誤解を生んでしまう場合がある。
このことは，国際社会の場においても同じである。従って，悪しき意図を想起
させるような言葉を議論におけるキー・コンセプトとして選択してしまうと，
その言葉に対して反感を抱く国家が，本来の議論に有益ではない主張を展開し，
議論の進展が妨げられる場合がある。そればかりか，本質的な争点までもが見
失われてしまう懸念がある４０）。従って，議論の進展を促すためには，出来るだ
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け反発を招かないような言葉をキー・コンセプトとして選択することが肝要で
ある。
それでは，なぜ ICISS はキー・コンセプトの変更を行う必要性に言及した
のであろうか？ 上で述べたように，従来の介入について議論は，ある国家が
他国領域に「介入を行う権利」または人道的介入の権利という言葉をキー・コ
ンセプトとして，その当否のみを主張し合うというものであった (ICISS 2001:
para. 2.4)。そのため，ICISS は，人道的介入の権利という言葉をキー・コンセ
プトとして据えたことによって，議論の停滞を招いたと考えていた。ただ，こ
れらの言葉自体は，必要である場合には，不干渉原則の例外として，介入を行
うことが出来るという点では，極めて重要である。しかし，これらの言葉には
主に二つの問題点があった。
第一に，介入を行う権利という言葉は，介入を行おうとする国家の主張およ
び権利にばかり軸足が置かれているため，介入によって保護されるべき人々の
差し迫ったニーズをあまり考慮していない (ICISS 2001: para. 2.28)。そのため，
人道的介入という言葉に対して，「表面上は人道的という言葉を用いているけ
れども，実際には政治的な意図を持って，主権に干渉しようとしているのでは
ないか」というような疑念または嫌悪感を抱く国家も存在している。そのよう
な国家は，人々が保護されることの重要性に対しては一定の理解を示している
けれども，介入に慎重な態度を取り続けている。例えば，シリア内戦に関連し
て，国連安全保障理事会決議案が提案された際に，中国やロシアは，「政権交
代を強制すべきでない」等として，拒否権を行使してきた (UN SC 6810th
meeting, 19 July 2012)。
第二に，介入を行う権利という言葉は，介入行動を執るか否かの問題だけに
焦点を絞っており，予防のための努力や介入後の再建支援といった，事前また
は事後の措置の必要性を念頭に置いていない。事実，これらの措置は殆ど講じ
られてこなかった (ICISS 2001: para. 2.28)。その結果として，過去の介入事例
において，介入を行った国家は，出口戦略 (Exit Strategy) に常に悩まされてき
た。出口戦略とは，介入を行った国家が，被介入国の再建に伴い，いかにして
人命および物資の損失を最小限にして，被介入国に派兵した軍隊を撤退させる
かというものである。例えば，NATO は，２０１０年１１月２０日に，リスボンで
開催された首脳会議において，アフガニスタンに関して，駐留する国際治安支
援部隊の治安維持権限を，２０１４年末までに，段階的に，アフガニスタン治安
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部隊に移譲することに合意した４１）。アメリカがアフガニスタンに武力介入を行
ったのは２００１年であったので，撤退までに１０年以上かかるということである。
従って，介入を行う際には，長期的な視点に立ち，事後的な支援までも考慮さ
れるべきである。
介入を行う権利という概念は，長期に渡り議論されてきた概念であり，十分
な国家慣行の蓄積も存在している。従って，その歴史的な有用性は理解してお
かなければならない。しかし，この概念は，介入によって保護されるべき人々
のニーズや，介入後に不可欠な事後的な措置を殆ど考慮に入れていないことか
ら，もはや時代に適合していない。
第四章 胎動する「保護する責任論」
それでは，これに代わるどのような言葉が new type intervention に向けての
議論のキー・コンセプトとされるべきであろうか？ その候補となる言葉は，
現代の状況を反映したものでなければならない。Two Concepts of Sovereignty
と題された評論において Annan が述べたように，「現代において，伝統的な国
家主権の定義は根本的に変化してきている」。従来の伝統的な主権概念を確認
した上で ICISS は，今日において，様々な人権条約や国家および国際機関の
慣行などにおいて，主権が「二重の責任 (dual responsibility)」(ICISS 2001: para.
1.35) を有するものとして理解されていることに言及した。二重の責任とは，
一方で，他国の主権を尊重する対外的な責任であり，他方で，国内の全ての
人々の尊厳および基本的権利を尊重する対内的な責任である。ICISS は，責任
としての主権という概念が国際社会において受け入れられたことに伴い，この
ような主権概念の意味内容の転換をもたらしたと考えていた。報告書において
ICISS は，Deng の主張を踏襲した上で，責任としての主権という概念を次の
ように解釈した (ICISS 2001: para. 2.11-2.14)。
国家は，国連憲章に署名し，国連加盟国となることで，独立の主権国家とし
て国際社会に受け入れられると同時に，国連憲章に定められる義務も負うこと
となる。その際に，当該国家の主権が，国連に移転するようなことは生じない。
しかし，国連憲章への署名に伴い，必然的に，主権の性質が再構成される。要
するに，国連憲章への署名によって，自国の安定的な統治のみに主眼を置いた
「支配としての主権 (Sovereignty as Control)」が，国内的役割および対外的義務
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の双方に主眼を置いた「責任としての主権」へと変化すると言うことである。
言い換えれば，この考え方は，《外部から主権に干渉して事後的に事態に対処
する》というものではなく，《主権の性質そのものを変えることで事前に事態の
発生を予防する》というものである。
それでは，責任という面から主権を捉えるということは，具体的には，どの
ようなことを意味しているのであろうか。それについて ICISS は次のように
述べている (ICISS 2001: para. 2.15)。
①国家は，国民の安全・生存を保護し，国民の福祉を増進するという任務
を遂行する責任を有している。
②政府は，国内的には，国民に対して責任を有している。それと同時に，
国連を通じて，国際社会に対しても責任を有している。
③国家の代表は，自身のあらゆる行動に説明責任を有している。
これらの三つの意味は，それぞれ主語が異なるため，理解することが困難で
ある。しかし，主語の違いは，単なる視点の違いである。すなわち，政府は国
家を国内的な視点で捉えたものであり，また，国家の代表は国家を外交的な視
点で捉えたものである。簡潔に言えば，国家は，国民および国際社会に責任を
有し，自身の行動を説明する責任も有しているということである。従って，主
権国家が自国民に対して有する責任を果たす意思・能力を保持していない場合
には，国際社会がその責任を果たすための措置を講ずるのである。
このような主権についての考え方は，国際社会において，次第に注目される
ようになってきている (ICISS 2001: para. 2.15)。なぜなら，次のことに基づき，
国家が責任を負うべき国民の重要性に目が向けられるようになってきたからで
ある。
①世界人権宣言，および同宣言に具体性・実効性を付与するために起草さ
れた自由権規約および社会権規約の制定に伴い，国際人権規範が影響力
を拡大し続けている (ICISS 2001: para. 2.16-2.20)。
②「安全保障の概念には，伝統的な国家の領域的安全の保障以外にも，人々
の生存・身体的安全・尊厳に対する脅威からの保護が含まれる」という
「人間の安全保障」４２）の概念が，国際的なディスコースに多大な影響を
およぼしている (ICISS 2001: para. 2.21-2.23)。
このような主権概念の変化に伴い，国家および国際機関の慣行や国連安全保
障理事会の慣行も変化していった。ICISS は，それらの慣行を詳細に検討し，
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新たな原則，すなわち新たなキー・コンセプトの芽を見出そうとした。
報告書において，ICISS は，次のような考え方が，国家および国際機関の慣
行や国連安全保障理事会の慣行において，指導原則として形成途上にあると指
摘した (ICISS 2001: para. 2.24-2.25)。
以下の場合においては，人々を保護するために，武力行使を含む介入が認
められる。
①国際の平和および安定に対する脅威となりうるような，人々に対する
重大な被害が発生しており，かつ
②これらの人々が属する国家が，当該被害を阻止する意思または能力を
保持していない場合。
その上で ICISS は，以下の事例から，このような指導原則が支持されてい
ることに言及した (ICISS 2001: para. 2.25)。
①国連安全保障理事会は，ソマリアの事例において，このような指導原則
に基づき行動していた。例えば，国連安全保障理事会決議７９４４３）は，
「ソマリアにおいて生じた悲劇の重大性が……国際の平和および安全に
対する脅威を構成する程のものである」と認定していた。
②西アフリカ諸国経済共同体 (ECOWAS) は，リベリアおよびシエラレオ
ーネにおける活動の根拠として，このような指導原則を論拠としてい
た４４）。これらの活動は事後的に国連安全保障理事会の同意を得ていた。
③NATO も，コソボ空爆の際に，このような指導原則を論拠としていた４５）。
しかし，この空爆は国連安全保障理事会の許可を得たものではなかった。
また，ICISS は，このような指導原則が，様々な法的根拠によって支持され
ていることにも言及した。例えば，自然法原則，国連憲章の人権条項，世界人
権宣言，ジェノサイド条約，ジュネーヴ諸条約，国際刑事裁判所規程，その他
の人権・人道関係の条約・文書などがそれである (ICISS 2001: para. 2.26)。こ
れらの根拠に基づき，ICISS は，そのような指導原則を「保護する責任」と名
付け，その上で，new type intervention に向けての議論は，「保護する責任」と
いう概念に軸足を置くべきであると主張した (ICISS 2001: para. 2.24, 2.29)。
報告書において提示されている「保護する責任」という概念は，概観するな
らば，次のようなものである (ICISS 2001: SYNOPSIS)。
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・国家は，自国民を保護する第一義的な責任を負っている。その責任は，
予防する責任，対処する責任，再建する責任から構成されている。
・ある国家において，内戦などの諸事態の結果として，人々が重大な被害
を被っているにも関わらず，当該国家が人々の被害を予防または回避し
ようとする意思または能力を保持していない場合には，国際社会が「保
護する責任」を担うこととなる。
・「保護する責任」を果たすために，最後の手段として，軍事介入が認め
られる。
ただし，軍事介入が認められるのは，大規模な人命の損失または大規模
な民族浄化が発生している場合であり，かつ，いくつかの正当化基準が
充たされた場合でなければならない。
このような「保護する責任」という概念は，ICISS が独自に命名したもので
あった。しかし，その基本的な考え方および枠組みは，過去にも存在した。基
本的な考え方に関して，「保護する責任」という概念と類似した考え方は，伝
統的国際法の時代から存在していた。国際法学者の Hersch Lauterpacht は，「国
際法の父」と呼ばれる Hugo Grotius の著作である De jure belli ac pacis (On the
Law of War and Peace) に，「保護する責任」と類似した「人道的介入の法理」
を見出した (Lauterpacht 1946: 46)。同著作において，Grotius は，「王自身が臣
民の敵となっているような極限状況においてのみ，介入の手段として戦争に訴
えることは認められる」と考えていた (Lauterpacht 1946: 46)。このことから，
Lauterpacht は，「人々に対する暴力行為が行われた場合には，国内管轄権に基
づく不干渉原則は適用されない」という人道的介入の原理について，学術的に
権威を有する解釈を初めて公に表明したのは Grotius であったと述べていた
(Lauterpacht 1946: 46)。また，枠組みに関して，「保護する責任」という概念の
枠組みは，アフリカ連合設立条約４６）において定められた枠組みを踏襲したも
のであった。このことは，Implementing the Responsibility to Protect４７）と題され
た国連事務総長報告書において言及されている。さらに，総会６３会期の議論
においても，アメリカ合衆国代表が同条約に言及していた (UN GA 63rd session,
23 July 2009: 17)。同条約においては，一方で，第４条 (g) において，加盟国
は不干渉原則を遵守することを求められており，他方で，第４条 (h) において，
戦争犯罪，ジェノサイドおよび人道に対する罪に関しては，アフリカ連合は加
盟国に介入する権利を認められている４８）。
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「保護する責任」という概念の独創性はともあれ，「保護する責任」という概
念をキー・コンセプトとして選択すれば，介入を行う権利という概念をキー・
コンセプトとした従来の議論の問題点が解決されることは明らかである。しか
し，「保護する責任」という概念をもってしても，次のような根本的な問題ま
では解決することは出来ない。
・いかにして，いわゆる「悪の枢軸」と評されるような国家を生まないよ
うにするか？
・いかにして，「人権保護の目的で行われる介入」に対し，国連安全保障
理事会常任理事国が拒否権を行使することを規制するか？
それでも，言葉を置き換えたことによって，「人権侵害事態を拡大させない
ために，一国家の権利として，武力介入行動のみを執る」という伝統的な認識
が，「人々を保護するために，国際社会の責任として，事前および事後の措置
を含めた形での介入行動を執る」という認識に変わっていくと思われる。この
認識の変化こそが，「人々の保護が至上命題である」というように，国際社会
の意識を変革するための原動力となり得る。要するに，言葉の変更を通じては，
直接には，根本的な問題を解決することは困難であるとしても，解決の糸口を
探すための一要素となり得るということである。この点については，様々な議
論の余地がある。ただ，あくまでも，本稿の軸足は，人々を危険に晒す出来事
が絶えない原因を究明すること，およびそのような出来事に対処するための理
論が，人道的介入論から「保護する責任」論へと転換していったパラダイム・
シフトの過程を概観することにある。従って，「保護する責任」という概念を
取り巻く議論は，次稿以降で本格的に検討したい。
むすびに代えて
以上述べてきたように，国家の主権のみを主眼とする近代国家制度に固有の
原則や，国家の権利に軸足を置く人道的介入の法理は，紛争形態の殆どが内戦
であるという現実に追いついていなかった。そのような現状において，「保護
する責任」という新たな概念が，国際社会において極めて大きな存在感を示す
ようになってきた。近年，この概念は，世界サミット成果文書４９），国連事務総
長報告書５０），国連の各種文書および報告書５１）などでも言及されるようになっ
てきた。しかし，世界サミット成果文書は，総会決議であるため，法的拘束力
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を有していない。また，国連事務総長報告書は，事務総長の発意による提案で
ある。いずれにせよ，「保護する責任」という概念についての議論は益々活発
になっており，世界サミット成果文書が国連安全保障理事会決議において言及
されることも増加している。従って，「保護する責任」という概念は，国際社
会において広く受け入れられているとまでは言えないとしても，極めて強い影
響を及ぼしていることは明白である。ただし，世界サミット成果文書に対して
は，次のような疑念が指摘されている。
①全ての国家元首および政府首脳から同意を取り付けるために，いくぶん
表現が控えめにされたのではないか。
②国連総会決議が拘束力を有していないからこそ，全ての国家元首および
政府首脳から同意を得ることが出来たのではないか。
このような疑念は，パラダイム・シフトが生じる際に，必ずといっていいほ
ど指摘されることであり，いわゆる通過儀礼のようなものである。むしろ，問
題なのは，全ての国家のコンセンサスによって高水準の枠組みに合意すること
が，極めて困難なことである。
また，たとえ高水準の枠組みが創設されたとしても，いかにしてその枠組み
において「保護する責任」の履行を担保するかという問題が生じてくる。この
点について，The Role of Regional and Subregional Arrangement in Implementing
the Responsibility to Protect と題された国連事務総長報告書は次のように述べて
いる (Ban 2011: para. 8)。
「保護する責任」は普遍的な原則である。しかし，その履行は，地域ごと
の制度および文化の違いを尊重して行われるべきである。それぞれの地域
は，それぞれの制度および文化に適したスピードおよび手段で，原則を適
用していこうとするだろう。政府高官，市民社会の代表，独立の専門家の
間で，いかにして「保護する責任」の履行を進めていくかについて地域内
の対話を行っていくことが求められる。それは，例えば，ASEAN 地域フ
ォーラムの一つであるアジア太平洋安全保障協力会議の「保護する責任」
スタディ・グループのようなものである。地球規模のオーナーシップと共
に地域規模のオーナーシップも必要とされている。しかし，各地域は，
人々の保護を促進し，大規模人権侵害の発生を減らすために，一歩ずつ前
進していかなければならないことは確かである。サミット成果文書の１３８，
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１３９，１４０パラグラフにおいて，国家元首および政府首脳は，自らが国内
的な責任および国際的な責任を有していることを表明した。国内的，準地
域的，地域的な対話のレベルにおいて，これらの責任が弱体化されるよう
に再解釈されてはならない。
この国連事務総長報告書が指摘するように，地域ごとに制度および文化は異
なるため，国際社会全般に対して，同一の工程表の下，同一の手段で，「保護
する責任」の履行を求めることは困難である。そもそも，国家と地域共同体の
間にも，同様のことが言える。しかし，国家ごとの制度および文化の違いに基
づき，個々の国家が異なる工程表の下，異なる手段で，「保護する責任」の履
行を行うならば，国際社会として集団的な措置を講ずることが困難になってし
まう。また，国連憲章に規定されているように，国連安全保障理事会が許可す
る限りにおいて，地域的機関は国連憲章第Ⅷ章に基づく強制行動を行う権限を
認められている。そのため，地域共同体ごとに「保護する責任」の履行を行っ
ていくことこそが，国際社会全体における「保護する責任」の履行を促進する
ことに繋がっていくに違いない。従って，いかにしてその責任を履行するかに
ついてのコンセンサスの形成に向け，地域共同体が今後どのような取り組みを
行っていくのかに注視していく必要性がある。
ここで述べた以外にも，「保護する責任」を取り巻く問題点は極めて多く存
在している。従って，それらの問題点が解決されるまでには，長い時間が必要
である。ただ，「保護する責任」という概念は，国際社会の意識を変革する原
動力となり得るものであるため，今後それがどのような影響を及ぼすのかにつ
いても追跡していく必要がある。
注
１） ルワンダ紛争とは，ルワンダ国内のツチ族とフツ族の民族対立を背景に，フツ族系の政
府軍とツチ族系のルワンダ愛国戦線との間で発生した内戦のことである。１９９２年７月，
ルワンダ政府とルワンダ愛国戦線は，アフリカ統一機構 (OAU) の支援の下，和平合意の
締結に向け，アルーシャ会談を開始した。会談は成功し，１９９３年８月に，アルーシャ和
平協定が結ばれたことによって，内戦の終結に向けた道筋が示された。しかし，その後，
フツ族のルワンダ大統領とブルンジ大統領の乗った飛行機が撃墜されるという事件が発生
した。この事件を皮切りに，ツチ族に対してフツ族系の民兵によるジェノサイドが始まっ
た。最終的には，ルワンダ愛国戦線が全土を完全制圧し，内戦は終結した。ジェノサイド
が行われた当時，国連ルワンダ支援団 (UNAMIR) が現地に派遣されており，治安維持，
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停戦監視，人道支援などの任務に当たっていた。しかし，ジェノサイドを食い止めること
は出来なかった。そのため，ルワンダの大惨事は，国連および国際社会に極めて大きな衝
撃を与えた。その後に公表された様々な報告書においても，ルワンダの大惨事が頻繁に言
及されている。cf. Report of the Independent Inquiry into the Actions of the United Nations
during the 1994 Genocide in Rwanda.
２） コソボ紛争とは，コソボ共和国において，ユーゴスラビア軍およびセルビア人勢力と，
アルバニア人から構成されるコソボ解放軍との間で発生した紛争のことである。そもそも，
コソボ共和国は，セルビア共和国の一自治州から独立した国家であり，アルバニア人が多
数を占めていた。しかし，セルビア共和国も，国際社会も，そのことを認めていなかった。
セルビア共和国は，アルバニア人に対して抑圧的な政策をとっていた。そのような中，
１９９６年に，セルビア治安部隊の隊員に対する攻撃が，コソボ共和国とされる地域内で，
同時多発的に発生した。これをきっかけに，コソボ解放軍とセルビア人勢力との間の衝突
が本格化し，１９９９年１月１５日には，ラチャクにおいて虐殺が発生した。その二週間後，
パリのランブイエ城において，NATO 事務総長の仲介の下，和平交渉が行われた。しか
し，和平交渉は失敗に終わり，NATO はセルビアに空爆を開始した。結局，ユーゴスラ
ビア軍およびセルビア治安部隊の撤退が決定され，コソボ解放軍がコソボにおける国連救
助活動への協力を確約し，紛争は終結した。cf. Report of the Independent International Com-
mission on Kosovo–The Kosovo Report.
３） 強制失踪とは，強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約（強制失踪条約）お
よび国際刑事裁判所に関するローマ規程(ICC 規程）において，次のように定義されてい
る。なお，ここで示す文言は外務省公定訳に依拠している。
・強制失踪条約第２条－この条約の適用上，「強制失踪」とは，国の機関又は国の許
可，支援若しくは黙認を得て行動する個人若しくは集団が，逮捕，拘禁，拉致その
他のあらゆる形態の自由のはく奪を行う行為であって，その自由のはく奪を認めず，
又はそれによる失踪者の消息若しくは所在を隠蔽することを伴い，かつ，当該失踪
者を法律の保護の外に置くものをいう。cf. International Convention for the Protection
of All Persons from Enforced Disappearance.
・ICC 規程第７条２項 (i)－「人の強制失踪」とは，国若しくは政治的組織又はこれ
らによる許可，支援若しくは黙認を得た者が，長期間法律の保護の下から排除する
意図をもって，人を逮捕し，拘禁し，又は拉致する行為であって，その自由をはく
奪していることを認めず，又はその消息若しくは所在に関する情報の提供を拒否す
ることを伴うものをいう。cf. The Rome Statute of the International Criminal Court.
４） ダルフール紛争とは，スーダン政府とスーダン人民解放軍との間での第二次スーダン内
戦末期に，スーダン西部のダルフール地方で発生した紛争のことである。「正義と平等運
動」や「スーダン解放運動」といった反政府勢力による反乱を契機に，スーダン政府軍お
よびその支援を受けたアラブ系民兵組織「ジャンジャウィード」が，非アラブ系住民の大
規模な虐殺や村落の破壊を行った。それに対して，国際社会は，平和維持軍の派遣など，
様々な措置を執ってきたが，いずれも功を奏さなかった。２０１１年には，分離独立を問う
住民投票が行われた。その結果，スーダン人民解放軍側が南スーダン共和国として分離独
立を果たし，紛争は終結した。ただし，その後，スーダンと南スーダンとの間で国境紛争
が発生している。そのため，内戦自体は終結したけれども，それに伴う紛争が新たに発生
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しているというのが現状である。cf. Report of the High-level Mission on the Situation of Hu-
man Rights in Darfur.
５） シリア内戦とは，２０１１年にチュニジアで発生したジャスミン革命の影響により，アラ
ブ諸国で発生した騒乱，いわゆるアラブの春の一つである。元々は小さな反政府抗議行動
であったが，その高まりに伴って，治安部隊が抗議行動を行う者を武力で取り締まるよう
になっていった。現在では，国連人権高等弁務官事務所や，国連事務次長，さらには，シ
リアのアサド大統領までもが，「当該事態は内戦状態である」という認識を示すほど，騒
乱は拡大している。内戦のさらなる拡大を防止するために，国連安全保障理事会は，停戦
監視団の派遣を決定したが，功を奏することもなく，停戦監視団の任期は終了してしまっ
た。また，シリア政府を非難する決議案も提案されたが，中国などの反対により，採択ま
でには至っていない。
６） Report of the High-level Panel on Threats, Challenges and Change, 2 Dec. 2004.
７） 本ハイレベル・パネルは，２００３年９月の国連総会演説において，Annan 国連事務総長
が設立を要請したものである。その任務は，①国際の平和および安全に対する現下の脅威
を検討すること，②これらの脅威に対する国連の取り組みを評価すること，③万人のため
の集団安全保障に向け，国連を強化するための勧告を提示することの三つである。
８） モンテビデオ条約は，第一条において，国家の成立要件として次の四要件を挙げている。
①恒久的住民，②明確な領域，③政府，④外交関係を取り結ぶ能力。西立野 (1986b) は，
１９５０年代の南アフリカにおける独立ホームランドの事例を手がかりにして，その四要件
を詳細に検討している。なお，独立ホームランドの詳細は，西立野 (1986a) を参照のこと。
９） ここで述べた外交的保護の説明は，西村 (2006) を参考にした。
１０） ここで述べた国際人権章典の説明は，阿部・今井・藤本 (2004)；園田 (2010) を参考に
した。
１１） ここで述べた人間開発報告書の理論づけは，UNDP (1990)；国連開発計画 (2000) を参
考にした。そもそも，人間開発という理念は Basic Human Needs (BHN) アプローチに由
来するものであり，それは１９７６年に開催された ILO の世界雇用会議において採択された
ILO 事務局長報告書の中で提唱されたものである。同報告書は，BHN を「社会によって
最貧層の人々に保障されるべき最低限度の生活水準」と定義し，そのような生活水準を確
保するためには，次のようなことを行う必要があると指摘した。
①最低限度の家庭生活を営むために必要な一定の必需品を保障すること。
例えば，十分な食料，家屋，衣料など，一定の家庭生活を営むために必要な設備お
よび備品の保障がこれにあたる。
②社会によって，社会のために提供される基礎的なサービスを保障すること。
例えば，安全な飲料水，公衆衛生，公共交通，医療サービス，教育サービスの保障
がこれにあたる。
③働く能力・意思を持つ個人に対して，十分な収入の得られる仕事をマッチングさせ
ること。
④より質の高いニーズに応えること。
例えば，健康で，人間らしい，満足しうる生活を営むための環境を保障すること，
人々の生活および個人の自由に影響を与える意思決定過程に人々を参加させること
などがこれにあたる。
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その上で，同報告書は，雇用の促進と BHN の充足を重視する新たな開発戦略の必要性
を提言した。cf. ILO (1976); 絵所 (1997); Jolly, Emmerij and Weiss (2009), pp. 186-198.
１２） ウィーン宣言及び行動計画とは，国連主催で開催された世界人権会議において，１９９３
年６月２５日にコンセンサスで採択されたものである。同年１２月２０日，国連総会は総会
決議４８／１２１において同宣言の支持を表明した。なお，ここで記載したカギ括弧内の日本
語については，国際連合広報センター発行の「世界人権会議」と題された小冊子において
使用されている自由人権協会作成の日本語訳を参照した。cf. Vienna Declaration and Pro-
gramme of Action; GA Res. 48/121; 国際連合広報センター (1997).
１３） Annan (2005).
１４） なぜこのような言葉を選択したのかについては，若干の補足を加えておきたい。そもそ
も，人間に対する脅威を包括的に捉える言葉として，例えば，Evans (2008) は，mass atroc-
ity（ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，人道に対する罪）という言葉を用いている。
しかし，この言葉は，ある程度の包括性を有しているとはいえ，悪意を持った行為のみに
焦点を絞ったものであった。従って，あらゆる事象を視野に入れるために，それ以外の脅
威を含みうるような言葉を選択する必要があると考えた次第である。
１５） ここで示した人間の安全に対する脅威についての認識は，いくつかの報告書においても
示されている。例えば，人間の安全保障委員会報告書は，人間性を剥奪しうるあらゆる事
象を視野に入れる必要性を指摘している。また，A More Secure World と題された「脅威，
挑戦および変革に関するハイレベル・パネル」報告書は，国際社会が懸念すべき脅威とし
て，①貧困，感染症，環境悪化を含む経済的・社会的脅威，②国家間紛争，③内戦，ジェ
ノサイドなどの大規模な残虐行為を含む国内紛争，④核兵器，放射性兵器，化学兵器，生
物兵器，⑤テロリズム，⑥国際的な組織犯罪を挙げている。cf. 人間の安全保障委員会
(2003)，１５頁；supra note 6, Synopsis.
１６） ここで述べたパラダイム・シフトの説明は，Jacobs and Farrell (2001) を参考にした。
１７） 英語では humanitarian intervention という言葉である。日本においては，人道的介入ま
たは「人道的干渉」という訳語が用いられている。「介入」または「干渉」という訳語の
使い分けについては，大沼 (2001) が詳細に述べている。本稿では，外部から国内問題に
対処するという意味を込めて，人道的介入という訳語を用いている。
１８） Uppsala Conflict Data Program とは，ウプサラ大学平和・紛争研究所において立ち上げ
られたデータ収集プログラムである。その目的は，武力紛争およびその他の組織的な暴力
行為についての情報を継続的に収集することにある。
１９） 国連憲章において，主権の四原則は，それぞれ次のように規定されている。
・主権平等原則－第２条１項－この機構は，そのすべての加盟国の主権平等の原則に
基礎をおいている。
・武力不行使原則－第２条４項－すべての加盟国は，その国際関係において，武力に
よる威嚇又は武力の行使を，いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも，
また，国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎まなければな
らない。
・不干渉原則－第２条７項－この憲章のいかなる規定も，本質上いずれかの国の国内
管轄権内にある事項に干渉する権限を国際連合に与えるものではなく，また，その
事項をこの憲章に基く解決に付託することを加盟国に要求するものでもない。但し，
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この原則は，第Ⅶ章に基く強制措置の適用を妨げるものではない。
・自衛権－第５１条－この憲章のいかなる規定も，国際連合加盟国に対して武力攻撃
が発生した場合には，安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置を
とるまでの間，個別的又は集団的自衛の固有の権利を害するものではない。この自
衛権の行使に当って加盟国がとった措置は，直ちに安全保障理事会に報告しなけれ
ばならない。また，この措置は，安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持又は
回復のために必要と認める行動をいつでもとるこの憲章に基く権能及び責任に対し
ては，いかなる影響も及ぼすものではない。
２０） UN GA Res. 2131 (XX); UN GA Res. 36/103.
２１） Annan (1999).
２２） Francis M. Deng は，南スーダンの外交官である。彼は，ブルッキングス研究所で上級
研究員を務める傍ら，国内避難民に関する国連事務総長代表や合衆国平和研究所スーダン
平和支援プロジェクトの局長などを歴任し，２０１２年７月１７日までジェノサイド防止に関
する国連特別顧問を務めていた。
２３） Deng et al. (1996).
２４） この二人を選んだのは次のような理由からである。まず，Adam Roberts は戦争法およ
び人道法の分野に強い影響を与えている国際政治学者である。次に，Ian Brownlie は国連
国際法委員会の委員も務め，国際法の豊富な知見を持つ国際法学者である。なお，安全保
障，人権問題，経済法など幅広い分野を横断的に研究している松井芳郎は，「人道的干渉
とは，被干渉国の国民の重大な人権侵害からの保護を目的とする個別国家またはその集団
による武力干渉」であると述べている。cf. 松井 (2001a)，７頁。
２５） ここで挙げた介入事例は，松井 (2001a); Chesterman (2001); Brownlie (2002); Weiss (2007);
Bass (2008) を参考にした。
２６） ここで言及する人道的介入の法的根拠についての議論は，Bellamy and Wheeler (2008)
を参考にした。
２７） ダンバートン・オークス提案は次のように規定していた。――全ての加盟国は，その国
際関係において，いかなる方法によるものであろうとも，機関の目的と両立しない武力に
よる威嚇又は武力の行使を慎まなければならない。cf. Chesterman (2001), p. 49; Brownlie
(2002), p. 266.
２８） UN GA Res. 2625 (XXV).
２９） UN GA Res. 3314 (XXIX).
３０） ここで言及する人道的介入の運用上の問題についての議論は，Bellamy and Wheeler
(2008) を参考にした。
３１）「同様の事例は同様に扱え」とは，同一または類似する事例は，同一の方法で扱うべき
であるとする考え方である。このような考え方は二重基準の禁止や先例拘束の原則などに
影響を与えていた。なお，このような考え方は形式的正義の原理として考えられている。
それによれば，合理的な根拠がない限り，同一の事例を異なって扱うことは不道徳だと考
えられる。
３２） Annan (2000).
３３） We the Peoples と題された国連事務総長ミレニアム報告書に呼応して作成されたその他
の報告書としては，スウェーデン政府によるコソボ独立国際委員会報告書，アメリカ政府
社会イノベーション研究
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による外交問題評議会報告書，デンマーク政府による国際問題研究所報告書が挙げられる。
cf. Weiss (2004), p. 137.
３４） ここで言及した ICISS の概要説明は，ICISS 報告書付属書を参考にした。cf.
Supplementary Volume to the Report of the International Commission on Intervention and State
Sovereignty, Dec. 2001.
３５） Gareth Evans は，オーストラリアの上院議員である。彼は，外務大臣を経験し，化学兵
器の開発，生産，貯蔵及び使用の禁止並びに廃棄に関する条約の締結や APEC の創設な
どに尽力した。なお彼は国際危機グループの議長を務めている。
３６） Mohamed Sahnoun は，アルジェリアの外交官である。彼は，各国大使を歴任し，OAU
の事務総長代理，アラブ連盟の事務総長代理を経て，アフリカ担当国連事務総長特別顧問
を務めている。
３７） Thomas Weiss は，アメリカの政治学者である。彼は，ニューヨーク市立大学大学院教
授，ニューヨーク市立大学ラルフ・バンチ国際研究所所長，UN Intellectual History
Project の co−director を務めている。
３８） Stanlake Samkange は，ジンバブエの弁護士である。彼は，元国連事務総長 Boutros
Boutros-Ghali のスピーチ・ライターを経て，国連世界食糧計画ウガンダ事務所代表を務
めている。
３９） Report of the International Commission on Intervention and State Sovereignty, Dec. 2001.
４０） このような懸念は，多国間通商交渉の場において，常につきまとう問題である。特に，
最近では，TPP（環太平洋パートナーシップ協定）の拡大交渉において，その懸念は現実
のものとなっている。TPP とは，環太平洋地域の国々の間で，従来の自由貿易協定より
も包括的で高水準な経済の自由化を目的としたものである。２０１２年現在，現加盟国であ
るシンガポール・ブルネイ・チリ・ニュージーランドと加盟を希望するアメリカ・オース
トラリア・マレーシア・ベトナム・ペルー・メキシコ・カナダの間で拡大交渉会合が開催
されている。拡大交渉においては，「例外なき自由化」を掲げ，全ての貿易品目について
関税の撤廃を議論している。しかし，「例外なき自由化」という言葉を前面に押し出した
ため，自国産品を保護するために輸入産品に対して高い関税をかけている国々は拡大交渉
への参加に慎重な立場を示し，加盟国の拡大が阻害されていた。ただ，日本は拡大交渉に
参加していないため，拡大交渉において，どのような主張の対立が生じているかは明確で
はない。とはいえ，「例外なき自由化」という言葉が，環太平洋地域での包括的で高水準
な経済の自由化という目的の達成を妨げていることは確かである。
４１） NATO, Declaration at the NATO Summit in Lisbon.
４２） cf. 人間の安全保障委員会 (2003)。
４３） UN SC Res. 794.
４４） リベリアへの介入については楢林健司 (1995)；六辻彰二 (2004) が，シエラレオーネへ
の介入については楢林健司 (2001)；Levitt (1998) が詳細な議論を展開している。
４５） NATO, Press Release (1999) 040.
４６） AU, The Constitutive Act.
４７） Ban (2009).
４８） supra note 45.
第４条 AU は以下の原則に従って行動しなければならない―― (g) いかなる加盟国も
人道的介入論から保護する責任論へ
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他の加盟国の国内問題に干渉してはならない… (h) 重大な事態，具体的には，戦争犯罪，
ジェノサイドおよび人道に対する罪に関連して，総会の決定が下された場合には，AU は
加盟国に介入する権利を有している。
４９） 2005 World Summit Outcome.
５０） Ban (2010); Ban (2011); supra note 47.
５１） UN SC Res. 1970; UN SC Res. 1973.
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